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　本公開買付けに関してSK-03株式会社（以下「公開買付者」といいます。）が2026年８月６日付で関東財務局長に対

して提出した公開買付届出書につきまして、公開買付者は、８月18日付、８月25日付及び８月31日付で関東財務局長に

対して公開買付届出書の訂正届出書（以下、総称して「本訂正届出書」といいます。）を提出いたしました。本訂正事

項分に係る具体的な訂正内容については、本訂正届出書をご参照ください。

　なお、本訂正届出書の内容は、金融庁の電子開示システム（EDINET）において閲覧することができます。閲覧方法は

以下のとおりです。

①　下記のURLより金融庁の電子開示システム（EDINET）へアクセス

https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/

②　「書類簡易検索」画面において、提出者名（SK-03株式会社）またはEDINETコード（E42064）を入力、書類種別

「その他の書類種別」を選択の上、「検索」を押下

③　表示される検索結果の中から、提出書類「訂正公開買付届出書」の各書類を選択

公開買付説明書の訂正事項分

　本公開買付説明書の訂正事項分（以下「本訂正事項分」といいます。）に係る公開買付け（以下「本公開買付け」とい

います。）は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。以下「法」といいます。）第二章の二

第一節の規定の適用を受けるものであり、本訂正事項分は法第27条の９第４項の規定により作成されたものであります。
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１．訂正した事項並びに訂正前及び訂正後の内容

　訂正箇所には下線を付しております。

３．公開買付けの目的

　　（訂正前）

＜前略＞

（ⅳ）本臨時株主総会における本株式併合に関する決議の承認を条件として開始される、対象者による、①対象者の第

４位株主であるＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３投資事業有限責任組合（所有株式数：1,156,800株、所有割合：

6.94％、以下「ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３」といいます。）が本公告日現在所有する対象者株式の一部である

11,500株、②対象者の第５位株主であるＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２投資事業有限責任組合（所有株式数：

1,143,900株、所有割合：6.86％、以下「ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２」といいます。）が本公告日現在所有する

対象者株式の一部である11,400株、③対象者の第６位株主である光通信株式会社（以下「光通信」といいます。）

が本公告日現在所有する対象者株式（1,079,600株、所有割合：6.47％）の全て、④対象者の第７位株主であるエ

スアイエル投資事業有限責任組合（所有株式数：968,700株、所有割合：5.81％、以下「エスアイエル」といいま

す。）が本公告日現在所有する対象者株式の一部である9,600株及び⑤光通信と三井住友信託銀行株式会社（以下

「三井住友信託銀行」といいます。）との間の特定包括信託契約（以下「本信託契約」といいます。）に基づき光

通信が三井住友信託銀行に対して信託譲渡している対象者株式の全てである40,800株（所有割合：0.24％、以下

「信託譲渡対象株式」といいます。なお、信託譲渡対象株式については、本自社株公開買付けに係る公開買付期間

の満了日の10営業日前までの間に、信託譲渡対象株式について本信託契約を一部解除（以下「本信託契約解除」と

いいます。）することにより、光通信が所有することとなる予定です。）の全てを合計した1,152,900株（所有割

合：6.91％）（以下「本自社株公開買付応募合意株式（光通信グループ）」といい、本自社株公開買付応募合意株

式（光通信グループ）を所有する光通信グループ（以下に定義します。）を「本自社株公開買付応募合意株主（光

通信グループ）」といいます。）、並びに⑥対象者の第３位株主である日本電気株式会社（所有株式数：

1,200,000株、所有割合：7.20％、以下「ＮＥＣ」といいます。）が所有する対象者株式の全て（以下「ＮＥＣ所

有株式」といいます。）を取得することを目的とした自社株公開買付け（法第27条の22の２に定める公開買付けを

いいます。以下「本自社株公開買付け」といいます。）

　なお、下記のとおり、本臨時株主総会に係る基準日（以下「本基準日」といいます。）の翌日以降かつ本自社株

公開買付けに係る公開買付期間の満了日の10営業日前までに本現物分配（以下に定義します。以下同じです。）が

実施される結果、本自社株公開買付応募合意株主（光通信グループ）は、光通信（その所有予定株式数1,079,600

株。本信託契約解除が行われた場合には1,120,400株）、株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２（以下「（株）Ｕ

Ｈ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２」といいます。）（その所有予定株式数11,400株）、株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　

３（以下「（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３」といいます。）（その所有予定株式数11,500株）及び株式会社エ

スアイエル（以下「（株）エスアイエル」といいます。）（その所有予定株式数9,600株）となる予定です。

　また、ＮＥＣについては、対象者株式の非公開化の方針について前向きに受け止めているものの、社内での意思

決定に時間を要するため本公開買付けの公表予定日として伝達した2026年８月５日までの本自社株公開買付けへの

応募に係る契約締結は難しい旨の回答を受領し、本公告日現在、本自社株公開買付けへの応募に係る契約の締結に

向けて、協議を継続しております。

＜中略＞

　さらに、公開買付者は、本非公開化協力契約において、光通信グループとの間で、(ⅰ)本基準日の翌日以降かつ本自

社株公開買付けに係る公開買付期間の満了日の10営業日前までに、ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３、ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅ

ｒｓ　２及びエスアイエルのそれぞれが所有する対象者株式について、本自社株公開買付応募合意株式（光通信グルー

プ）を（株）エスアイエル、（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２及び（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３に対して、

(ⅱ)本自己株式取得応募合意株式をＨＴＩＯに対してそれぞれ現物分配すること（以下「本現物分配」といいます。）

に合意しております（注８）。本現物分配が実施される結果、（株）エスアイエルは対象者株式9,600株（所有割合：

0.06％）を、（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２は対象者株式11,400株（所有割合：0.07％）を、（株）ＵＨ　Ｐａｒ

ｔｎｅｒｓ　３は対象者株式11,500株（所有割合：0.07％）を、ＨＴＩＯは対象者株式3,204,500株（所有割合：

19.22％）をそれぞれ所有することとなる予定です。本現物分配は、本自社株公開買付応募合意株主（光通信グルー

プ）が本自社株公開買付応募合意株式（光通信グループ）を本自社株公開買付けに応募し、かつ、対象者の株主を公開

買付者及びＨＴＩＯのみとするために行う本株式併合の実効性を確保することを目的とするものです。

（注８）　本現物分配はいずれも、本現物分配を実施する日以前１年以上継続して形式的基準による特別関係者（法第

27条の２第７項第１号、令第９条）に該当するものの間で実施されることから、法第27条の２第１項但書及

び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第38号。その後の

改正を含みます。以下「府令」といいます。）第３条第１項に定める適用除外買付け等として行うことを予

定していると、光通信グループより説明を受けています。
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　　（訂正後）

＜前略＞

（ⅳ）本臨時株主総会における本株式併合に関する決議の承認を条件として開始される、対象者による、①対象者の第

４位株主であるＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３投資事業有限責任組合（所有株式数：1,156,800株、所有割合：

6.94％、以下「ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３」といいます。）が本公告日現在所有する対象者株式の一部である

11,500株、②対象者の第５位株主であるＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２投資事業有限責任組合（所有株式数：

1,143,900株、所有割合：6.86％、以下「ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２」といいます。）が本公告日現在所有する

対象者株式の一部である11,400株、③対象者の第６位株主である光通信株式会社（以下「光通信」といいます。）

が本公告日現在所有する対象者株式（1,079,600株、所有割合：6.47％）の全て、④対象者の第７位株主であるエ

スアイエル投資事業有限責任組合（所有株式数：968,700株、所有割合：5.81％、以下「エスアイエル」といいま

す。）が本公告日現在所有する対象者株式の一部である9,600株及び⑤光通信と三井住友信託銀行株式会社（以下

「三井住友信託銀行」といいます。）との間の特定包括信託契約（以下「本信託契約」といいます。）に基づき光

通信が三井住友信託銀行に対して信託譲渡している対象者株式の全てである40,800株（所有割合：0.24％、以下

「信託譲渡対象株式」といいます。なお、信託譲渡対象株式については、本自社株公開買付けに係る公開買付期間

の満了日の10営業日前までの間に、信託譲渡対象株式について本信託契約を一部解除（以下「本信託契約解除」と

いいます。）することにより、光通信が所有することとなる予定です。）の全てを合計した1,152,900株（所有割

合：6.91％）（以下「本自社株公開買付応募合意株式（光通信グループ）」といい、本自社株公開買付応募合意株

式（光通信グループ）を所有する光通信グループ（以下に定義します。）を「本自社株公開買付応募合意株主（光

通信グループ）」といいます。）、並びに⑥対象者の第３位株主である日本電気株式会社（所有株式数：

1,200,000株、所有割合：7.20％、以下「ＮＥＣ」といいます。）が所有する対象者株式の全て（以下「ＮＥＣ所

有株式」といいます。）を取得することを目的とした自社株公開買付け（法第27条の22の２に定める公開買付けを

いいます。以下「本自社株公開買付け」といいます。）

　なお、下記のとおり、本臨時株主総会に係る基準日（以下「本基準日」といいます。）の翌日以降かつ本自社株

公開買付けに係る公開買付期間の満了日の10営業日前までに本現物分配（以下に定義します。以下同じです。）が

実施される結果、本自社株公開買付応募合意株主（光通信グループ）は、光通信（その所有予定株式数1,079,600

株。本信託契約解除が行われた場合には1,120,400株）、株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２（以下「（株）Ｕ

Ｈ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２」といいます。）（その所有予定株式数11,400株）、株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　

３（以下「（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３」といいます。）（その所有予定株式数11,500株）及び株式会社エ

スアイエル（以下「（株）エスアイエル」といいます。）（その所有予定株式数9,600株）となる予定です。

＜中略＞

　さらに、公開買付者は、本非公開化協力契約において、光通信グループとの間で、(ⅰ)本基準日の翌日以降かつ本自

社株公開買付けに係る公開買付期間の満了日の10営業日前までに、ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３、ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅ

ｒｓ　２及びエスアイエルのそれぞれが所有する対象者株式について、本自社株公開買付応募合意株式（光通信グルー

プ）を（株）エスアイエル、（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２及び（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３に対して、

(ⅱ)本自己株式取得応募合意株式をＨＴＩＯに対してそれぞれ現物分配すること（以下「本現物分配」といいます。）

に合意しております（注８）。本現物分配が実施される結果、（株）エスアイエルは対象者株式9,600株（所有割合：

0.06％）を、（株）ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２は対象者株式11,400株（所有割合：0.07％）を、（株）ＵＨ　Ｐａｒ

ｔｎｅｒｓ　３は対象者株式11,500株（所有割合：0.07％）を、ＨＴＩＯは対象者株式3,204,500株（所有割合：

19.22％）をそれぞれ所有することとなる予定です。本現物分配は、本自社株公開買付応募合意株主（光通信グルー

プ）が本自社株公開買付応募合意株式（光通信グループ）を本自社株公開買付けに応募し、かつ、対象者の株主を公開

買付者及びＨＴＩＯのみとするために行う本株式併合の実効性を確保することを目的とするものです。

（注８）　本現物分配はいずれも、本現物分配を実施する日以前１年以上継続して形式的基準による特別関係者（法第

27条の２第７項第１号、令第９条）に該当するものの間で実施されることから、法第27条の２第１項但書及

び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第38号。その後の

改正を含みます。以下「府令」といいます。）第３条第１項に定める適用除外買付け等として行うことを予

定していると、光通信グループより説明を受けています。

　また、公開買付者は、対象者の第３位株主であるＮＥＣ（所有株式数：1,200,000株、所有割合：7.20％）との間

で、2026年８月31日付で他社株公開買付け不応募・自社株公開買付け応募契約書を締結し、ＮＥＣ所有株式（所有株式

数1,200,000株、所有割合：7.20％）について、(ⅰ)本公開買付けに応募しないこと、(ⅱ)本公開買付けの成立後の

2026年11月中旬に開催することを想定している本臨時株主総会において、本株式併合に関連する議案に賛成すること、

(ⅲ)本臨時株主総会における本株式併合に関する決議の承認後に開始される、本自社株公開買付けに応募することに合

意しております。

　また、公開買付者は、対象者の第９位株主である株式会社ＥＭシステムズ（以下「ＥＭシステムズ」といいます。）

（所有株式数：700,000株、所有割合：4.20％）との間で、2026年８月31日付で応募契約を締結し、ＥＭシステムズが
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本公告日現在所有する対象者株式の全て（所有株式数：700,000株、所有割合：4.20％）について、本公開買付けに応

募することに合意しております。

　さらに、公開買付者は、対象者の株主である日本事務器株式会社（以下「日本事務器」といいます。）（所有株式

数：283,200株、所有割合：1.70％）との間で、2026年８月31日付で応募契約を締結し、日本事務器が本公告日現在所

有する対象者株式の全て（所有株式数：283,200株、所有割合：1.70％）について、本公開買付けに応募することに合

意しております。

４．公開買付けの内容

(5）買付予定の株券等の数

　　（訂正前）

買付予定数　　　　　10,486,037株

買付予定数の下限　　 4,968,300株

買付予定数の上限　　　　　　－株

（注１）　応募株券等の総数が買付予定数の下限（4,968,300株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を

行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いま

す。

（注２）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、買付予定数は、本公開買付けにお

いて公開買付者が買付け等を行う対象者株式の最大数（10,486,037株）を記載しております。当該最大数

は、本基準株式数（16,675,537株）から本公告日現在の譲渡制限が付されていることから本公開買付けに応

募することができない譲渡制限付株式（348,900株）、本譲渡株式（1,450,800株）、本自社株公開買付応募

合意株式（光通信グループ）（1,152,900株）、本自己株式取得応募合意株式（3,204,500株）及び本現物分

配対象外株式（32,400株）を控除した株式数（10,486,037株）です。

＜後略＞

　　（訂正後）

買付予定数　　　　　9,286,037株

買付予定数の下限　　3,768,300株

買付予定数の上限　　　　　 －株

（注１）　応募株券等の総数が買付予定数の下限（3,768,300株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を

行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いま

す。

（注２）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、買付予定数は、本公開買付けにお

いて公開買付者が買付け等を行う対象者株式の最大数（9,286,037株）を記載しております。当該最大数

は、本基準株式数（16,675,537株）から本公告日現在の譲渡制限が付されていることから本公開買付けに応

募することができない譲渡制限付株式（348,900株）、本譲渡株式（1,450,800株）、本自社株公開買付応募

合意株式（光通信グループ）（1,152,900株）、ＮＥＣ所有株式（1,200,000株）、本自己株式取得応募合意

株式（3,204,500株）及び本現物分配対象外株式（32,400株）を控除した株式数（9,286,037株）です。

＜後略＞
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(11）その他買付け等の条件及び方法

①　法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容

　　（訂正前）

　応募株券等の総数が買付予定数の下限（4,968,300株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行い

ません。応募株券等の総数が買付予定数の下限（4,968,300株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行

います。

　　（訂正後）

　応募株券等の総数が買付予定数の下限（3,768,300株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行い

ません。応募株券等の総数が買付予定数の下限（3,768,300株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行

います。

②　公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法

　　（訂正前）

　令第14条第１項第１号イないしヌ及びワないしネ、第３号イないしチ及びヌ、第４号、第５号に関する府令第26

条第４項第４号ないし第７号並びに同条第２項第３号ないし第６号に定める事情のいずれかが生じた場合は、本公

開買付けの撤回等を行うことがあります。

＜中略＞

　令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、①対象者が過去に提出した

法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていること

が判明した場合であって、公開買付者が、当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、相当な注意を用いたにもか

かわらず知ることができなかった場合、又は②対象者の重要な子会社に同号イないしトに掲げる事実が発生した場

合をいいます。

　令第14条第１項第５号に関する府令第26条第４項第６号に定める「前各号に掲げる事情に準ずる事情」とは、

(ⅰ)公開買付者が公開買付者中間持株会社から本公開買付けに要する資金の出資を受けること、(ⅱ)公開買付者中

間持株会社が公開買付者最終持株会社から本公開買付けに要する資金の出資を受けること、又は(ⅲ)公開買付者最

終持株会社がNIC Fund III Cayman, LP、Camellia Fund III Cayman, LP、Cerasus Fund III Cayman, LP及び

Wisteria Fund III Cayman, LPから本公開買付けに要する資金の出資を受けることが外為法第27条又は第28条の違

反となる場合（ただし、本公開買付け開始時点において、公開買付者が、当該出資が法令違反となる蓋然性を認識

することができた場合を除きます。）をいいます。

　また、公開買付期間（延長した場合を含みます。）満了の日の前日までに、外為法第27条第１項及び同法第28条

第１項の定めによる届出に対し、財務大臣及び事業所管大臣から、国の安全等に係る対内直接投資等に該当しない

かどうかを審査する必要があると認められ又は国の安全等に係る対内直接投資等に該当すると認められ、公開買付

者が対象者株式を取得できるようになるまでの待機期間が延長された場合又は当該対内直接投資等に係る内容の変

更や中止を勧告された場合には、令第14条第１項第４号の「許可等」を得られなかったものとして、本公開買付け

の撤回等を行うことがあります。

＜後略＞

　　（訂正後）

　令第14条第１項第１号イないしヌ及びワないしネ、第３号イないしチ及びヌ、第５号に関する府令第26条第４項

第４号、第５号及び第７号並びに同条第２項第３号ないし第６号に定める事情のいずれかが生じた場合は、本公開

買付けの撤回等を行うことがあります。

＜中略＞

　令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、①対象者が過去に提出した

法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていること

が判明した場合であって、公開買付者が、当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、相当な注意を用いたにもか

かわらず知ることができなかった場合、又は②対象者の重要な子会社に同号イないしトに掲げる事実が発生した場

合をいいます。

＜後略＞
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２．訂正の理由

　2026年８月31日付で、日本電気株式会社（以下「ＮＥＣ」といいます。）との間で、ＮＥＣが所有する対象者株式

（以下「ＮＥＣ所有株式」といいます。）の全てを本公開買付けに応募しないこと及び本公開買付けの成立後の2026年

11月中旬に開催することを想定している対象者の臨時株主総会において、対象者株式の株式併合に関連する議案に賛成

すること等を内容とする他社株公開買付け不応募・自社株公開買付け応募契約書を締結したことにより、買付予定数を

変更し、かつ、ＮＥＣ所有株式に係る議決権の個数に相当する株式数分だけ買付予定数の下限を引き下げることを決定

したこと、株式会社ＥＭシステムズ及び日本事務器株式会社との間でそれぞれ所有する対象者株式の全てを本公開買付

けに応募すること等を内容とする応募契約書を締結したこと、並びに対象者による2026年８月31日付での「（変更）

「SK-03株式会社による当社株式に対する公開買付けに関する賛同及び応募中立の意見表明に関するお知らせ」の一部

変更について」の公表に伴い、2026年８月６日付で提出した公開買付届出書（2026年８月18日付及び2026年８月25日付

で提出した公開買付届出書の訂正届出書により訂正された事項を含みます。）の記載事項の一部に訂正すべき事項が生

じたため、法第27条の８第２項の規定に基づき、公開買付届出書の訂正届出書を提出いたしました。これに伴い法第27

条の９第４項並びに発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第38号。そ

の後の改正を含みます。）第24条第７項及び第８項に基づき、公開買付説明書を訂正いたします。
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